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入札公告（建設工事） 

 

次のとおり一般競争入札（政府調達協定対象外）に付します。 

   

平成２９年６月３０日 

 

                                 

             

阪神高速道路株式会社             

契約責任者 大阪管理局長 遠藤 博人 

   

 

1.  工事概要 

（１）工事名    高欄等補修工事（２９－２－大管）（電子入札対象案件） 

（２）工事場所  大阪府道高速湾岸線（４号湾岸線） 

大阪府道高速大阪松原線（１４号松原線） 

大阪府道高速大阪東大阪線（１６号大阪港線） 

（大阪府全域） 

（３）工事内容  本工事は、施工対象とする各路線の入路部において、コンクリート

高欄内面の表面保護工及びガードレール等の塗装を実施するものであ

る。 

（４）工期    契約締結日の翌日から平成３０年３月２０日まで 

（５）工事概算数量 

高欄等補修工 

           コンクリート表面保護工 約２２，８００ m2 

           防護柵等塗装工       約 ３００ m2 

           道路付属物工            １ 式 

          仮設工                １ 式 

（６）本工事は、品質確保のための体制を確認し、価格と価格以外の要素を総合的に評

価して落札者を決定する総合評価落札方式（施工能力確認型・通常タイプ）の試行

工事である。 

（７）本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥの対象工事で

ある。 

（８）本工事は、全ての入札参加者から入札価格に対応する工事費内訳書の提出を求め

る工事である。 

（９）契約変更により、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律
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第 104 号）の対象工事となり、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の

実施が義務づけられる場合がある。 

（10）本工事は、入札を原則として電子入札システムで行う対象工事であり、阪神高速

道路株式会社ホームページに掲載の電子入札運用基準を適用する。なお、例外的に

電子入札によりがたい者は、競争参加資格確認申請書及び添付書類（以下「申請書

等」という。）の提出時までに、同基準に基づき阪神高速道路株式会社（以下、旧阪

神高速道路公団を含め、「阪神高速」という。）の承諾を得て紙入札方式によること

ができる。 

ただし、紙入札方式は郵送による入札のみとし、直接（持参）入札は認めない。 

（11） 本工事は、施工箇所が点在する工事であり、共通仮設費及び現場管理費について、

標準積算と施工実態に乖離が考えられるため、下表に示す地区区分（２３地区）ご

とに共通仮設費及び現場管理費を算出する「施工箇所が点在する工事積算方法の試

行工事」である。 

 

地区

区分 
路線 施工入路名 

 

地区

区分 
路線 施工入路名 

１ 湾岸線（岸） 南港北（５号） １７ 

松原線 

阿倍野 

２ 

湾岸線（湾） 

南港中 １８ 文の里 

３ 南港南 １９ 駒川 

４ 

大浜（大阪） 

大浜（関空） 

２０ 平野、喜連瓜破 

２１ 三宅 

５ 出島 ２２ 
大阪港線 

本田 

６ 石津 ２３ 波除 

７ 浜寺  

８ 高石、助松 

９ 泉大津（大阪） 

１０ 岸和田北（大阪） 

１１ 岸和田北（関空） 

１２ 岸和田南（大阪） 

１３ 
岸和田南（関空）、 

貝塚（大阪） 

１４ 貝塚（関空） 

１５ 泉佐野北 

１６ 泉佐野南 
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２ 競争参加資格 

（１）阪神高速道路株式会社契約規則第６条 

阪神高速道路株式会社契約規則（平成 23 年阪神高速規則第 10 号）第６条の規定

に該当しない者であること。 

（２）一般競争参加資格の認定 

開札時に阪神高速における「維持修繕」又は「塗装」に係る平成 29・30年度の一

般競争参加資格の認定を受けていること。 

なお、会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがな

されている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続始の申立

てがなされている者については、手続開始の決定後、阪神高速が別に定める手続に

基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。 

（３）会社更生法・民事再生法 

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記（２）の再認定を受けた者を除

く。）でないこと。 

（４）企業の形態 

「維持修繕」は単体、「塗装」は等級Ａの単体（経常建設共同企業体を含む）であ

ること。 

（５）地域要件 

地域要件は設定しない。 

（６）同種又は類似工事の施工実績 

平成 14年度以降に、元請けとして、下記に示す同種又は類似工事の施工実績（完

成し引渡しが済んでいるものに限る。以下同じ。）を有すること。ただし、阪神高速

が発注した工事の場合は工事成績評定点が 65点未満の工事は施工実績として認めな

い。また、国、地方公共団体及び公共工事の入札契約の適正化の促進に関する法律

第２条第１項の政令で定める法人（以下「他の機関」という。）が発注した工事の場

合は、他の機関が施工実績として認めない点数未満の工事も施工実績として認めな

い。 

また、経常建設共同企業体にあっては、いずれかの構成員が、平成 14年度以降に、

元請けとして、下記に示す同種又は類似工事の施工実績を有すること。 

「同種工事」 

・ 高速自動車国道又は自動車専用道路の道路橋（歩道橋を除く。以下同

じ。）にて交通規制（通行止めを除く。以下同じ。）を伴うコンクリー

ト高欄の表面保護工 

「類似工事」 

・ 高速自動車国道又は自動車専用道路以外の道路橋にて交通規制を伴う
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コンクリート高欄の表面保護工 

（７）競争参加資格以外に求める施工実績及び品質確保体制確認書 

過去５年度（平成 24年度から平成 28年度まで）及び今年度（平成 29年度）にお

いて、上記 （６）の施工実績とは別に、元請けとして上記 （６）と同等の施工実

績を有している場合は、２件まで提出することができる。ただし、任意項目のため、

提出がない場合も競争参加資格は認められるものとする。 

また、品質確保のための体制に関する内容を記載した品質確保体制確認書が適切

であること。なお、詳細については、入札説明書を参照すること。 

（８）工事成績評定点 

阪神高速が発注した工事のうち、過去２年度（平成 27 年度及び平成 28 年度）に

完成し引渡した工事の実績がある場合は、平成 27 年度及び平成 28 年度の工事成績

評定点の平均が２年連続で 65点未満でないこと。 

（９）配置予定技術者 

次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主任技術者（以下「監理技術者等」とい

う。）を当該工事に工期の開始時から専任で配置できること。 

①下記に示すいずれかの資格を有する者であること。 

・１級土木施工管理技士 

・技術士（建設部門） 

②平成 14年度以降に、元請けの現場代理人、監理技術者、主任技術者又は担当技

術者として、下記に示す同種又は類似工事の工事経験を有する者であること。

なお、評価対象期間に産前休業、産後休業、育児休業、介護休業及び傷病休業

を取得した場合は、休業期間に応じて工事経験として求める期間を１年単位で

延長するための申請を行うことができる。 

ただし、工事経験の取り扱いは、上記（６）の施工実績の取り扱いに同じ。 

「同種工事」 

・ 高速自動車国道又は自動車専用道路の道路橋にて交通規制を伴うコン

クリート高欄の表面保護工 

「類似工事」 

・ 高速自動車国道又は自動車専用道路以外の道路橋にて交通規制を伴う

コンクリート高欄の表面保護工 

③配置予定技術者を監理技術者とする場合は、監理技術者資格者証及び監理技術

者講習修了証を有する者であること。 

④専任の監理技術者等にあっては、入札参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関

係にあること。なお、恒常的な雇用関係とは、申請書等提出日以前に３か月以

上の雇用関係にあることをいう。 

⑤配置予定技術者を主任技術者とする場合は、下請契約の金額を建設業法により
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許可されている範囲内とすること。なお、申請書等提出時に下請契約の金額が

未定である場合は、配置予定技術者は監理技術者として登録すること。 

（10）競争参加停止措置 

申請書等の提出期限日から開札時までの期間に、阪神高速道路株式会社競争参加

停止等取扱要領に基づく競争参加停止措置（以下「競争参加停止措置」という。）

を受けていないこと。 

（11）暴力団等排除措置規則 

申請書等の提出期限日から開札時までの期間に、阪神高速道路株式会社暴力団等

排除措置規則に基づく入札等除外措置を受けておらず、かつ、同規則別表に掲げる

措置要件のいずれにも該当しないこと。 

（12）設計業務等の受託者等との関連 

本工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において

関連がある建設業者でないこと。 

（13）入札参加者間の資本・人的関係 

入札に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がないこと。（入札説明

書参照） 

 

３ 総合評価落札方式に関する事項 

（１）総合評価落札方式の仕組み 

本工事の総合評価落札方式は、以下の方法により落札者を決定する方式とする。 

①  技術評価点として、入札説明書７．の資料で提出された「競争参加資格」と

して求める実績等による企業の施工能力等の評価に応じて付与する点数及び

「競争参加資格以外」に求める過去５年度（平成 24年度から平成 28年度まで）

及び今年度（平成 29 年度）における実績等による企業の施工能力の評価に応

じて付与する点数として最大 20.5 点、並びに品質確保のための体制の評価に

応じて付与する点数として最大 30点を与える。 

② 価格評価点として、入札価格を一定のルールに沿って点数化したものを与える。 

③ 技術評価点と価格評価点を加算して算出した総合評価値を用いて、落札者を決

定する。 

以下にその概要を示すが、具体的な技術的要件及び入札の評価に関する基準

等については、入札説明書を参照すること。 

（２）評価項目 

各評価項目の評価指標の内容を以下に示す。なお、詳細については、入札説明書

を参照すること。 

イ）企業の施工能力等に関する事項 

１）  企業の施工能力 
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２）  配置予定技術者の能力 

３）  競争参加資格以外に求める企業の施工実績 

（３）落札者の決定 

入札参加者は、価格をもって入札し、企業の施工能力等の評価に応じて付与する

点数及び品質確保のための体制の評価に応じて付与する点数などからなる技術評価

点、並びに入札価格を点数評価した価格評価点から、総合評価値［総合評価値＝技

術評価点＋価格評価点］を算出し、次の条件を満たす総合評価値の最も高い者を落

札者とする。 

①入札価格が契約制限価格の範囲内であること。 

②申請書等が適切であること。 

（４）上記（３）において、総合評価値の最も高い者が２者以上あるときは、くじ引き

により落札者を決定する。 

（５）品質確保体制確認書の履行に関する事項 

品質確保体制確認書に記載した内容は契約書に添付のうえ履行すること。 

品質確保体制確認書に記載された内容については、工事中及び工事完成時に確認

できる項目を、契約締結後に提出する施工計画書等に反映させるものとし、工事中

及び工事完成後に、履行状況の確認及び検査を行う。 

受注者の責により、品質確保体制確認書に記載された内容の履行がなされなかっ

た場合は、工事成績評定において、未実施の評価項目ごとにその項目点数を減ずる

（最大 10点減点）。 

なお、品質確保体制確認書に記載された内容に対する履行状況が特に悪質と認め

られる場合は、契約違反として取り扱う場合がある。 

また、品質確保体制確認書に記載された内容について、さらに工夫を加えて品質

向上等に寄与した場合においては、工事成績評定において加点する場合がある（最

大 10点加点）。 

 

４ 入札手続等 

（１）担当部署 

〒５５２－０００６ 

大阪市港区石田３丁目１番２５号 

阪神高速道路株式会社 大阪管理局 総務・管理部 経理課 

電話０６－６５７６－３８８１ 内線４１３５ 

（２）入札説明書等の交付方法等 

① 交付方法：下記サイトより入札参加希望者に無償で交付する。やむを得ない理

由により、下記サイトから受領できない場合は、CD-R 等により交

付するので、事前に上記（１）の担当部署へその旨申し出ること。 
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        ・阪神高速道路株式会社ホームページ（工事の入札公告）         

http://www.hanshin-exp.co.jp/company/nyusatsu/koukoku/koji/ 

② 交付期間：平成２９年６月３０日（金）から平成２９年７月２１日（金）午後        

４時まで。 

やむを得ず CD-R等により受領する場合は、平成２９年６月３０

日（金）から平成２９年７月２１日（金）までの毎日（土曜日､日

曜日及び祝日を除く）、午前 10 時から午前 12 時まで、午後１時

から午後５時まで。ただし、最終日は午後４時まで。 

③ 交付図書のダウンロード手順：①のサイトにて、当該工事の交付図書のダウ

ンロード手続へ進み、交付図書ダウンロード登録フォームに会社名

等の連絡先を登録する。登録した連絡先に交付図書ダウンロードサ

イトの URL情報がメールで届くので、電子メール記載のダウンロー

ド有効期限までに交付図書をダウンロードする。 

（３）申請書等の提出期間、場所及び方法 

本競争の参加希望者は、次に従い、申請書等を提出すること。 

①  提出期間：平成２９年６月３０日（金）から平成２９年７月２１日（金）ま

での毎日（土曜日､日曜日及び祝日を除く）、午前 10時から午前 12

時まで、午後１時から午後４時まで 

②  提出場所：上記（１）に同じ 

③  提出方法：下記イ）及びロ）のとおり 

イ）  上記１（10）の電子入札システムによって、電子入札運用基準に定める

様式４「書類の提出について」を提出するものとする。（紙入札方式の承諾

を得た場合は不要） 

ロ）  上記イ）による提出を行うとともに、持参又は郵送によって、申請書等

を提出するものとし、電送によるものは受け付けない。また、郵送による

提出は、一般書留又は簡易書留によること。 

なお、詳細については、入札説明書によること。 

（４）入札、開札の予定日時、場所及び入札書の提出方法  

①  電子入札による入札の締め切り 

平成２９年８月２８日（月） 午後５時００分 

②  紙入札方式の承諾を得た場合 

平成２９年８月２８日（月） 午後５時００分必着 

なお、入札書の提出方法は、一般書留又は簡易書留による郵送とし、直接

（持参）入札及び電送による入札は受け付けない。郵送の宛先は上記（１）

に同じ。また、阪神高速より競争参加資格があることを認めた旨の通知書の

写しを、入札書を入れた中封筒と共に表封筒に入れて郵送すること。 

http://www.hanshin-exp.co.jp/company/nyusatsu/koukoku/koji/
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③ 開札日時 

平成２９年８月２９日（火） 午後１時３０分 

④ 開札の場所 

阪神高速道路株式会社  大阪管理局 

 

５ その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 

①  入札保証金は免除する。 

②  契約保証金は納付すること。 

ただし、有価証券の提供又は金融機関等の保証をもって契約保証金の納付に代え

ることができる。 

また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を

行った場合は、契約保証金の納付を免除する｡なお、契約保証金の額、保証金額又は

保険金額は、請負代金額の 10分の１以上とする。 

（３）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、申請書等に虚偽の記載をし

た者が行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

（４）落札者の決定方法 

①  落札者は、競争参加資格の確認がなされた者の中で、上記３（３）により決 

定するものとする。なお、詳細については、入札説明書による。 

ただし、落札者となるべき者により当該契約の内容に適合した履行がなされ

ないおそれがある、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱

すおそれがあって著しく不適当と認められるときは、契約制限価格の範囲内の

価格で入札した他の者のうち、最も総合評価値が高い者を落札者とすることが

ある｡ 

（５）配置予定技術者の確認 

落札者決定後、資格要件を満たしていないことが判明した場合や、コリンズ等に

より、配置予定の監理技術者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ば

ないことがある。 

また、他の機関の工事を含めた他の工事と重複しているにもかかわらず入札し、

専任制違反により契約できなかった場合は、競争参加停止措置を行うことがある。 

なお、種々の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、申請書等

の差し替えは認められない。 

（６）調査基準価格を下回った価格をもって契約する場合においては、専任の監理技術
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者等の配置が義務づけられている作業において、監理技術者等及び現場代理人とは

別に、上記２．（９）に定める要件と同一の要件（２．（９）②に掲げる工事経験を

除く。）を満たす技術者を配置すること（入札説明書参照。）なお、開札後、専任の

技術者を追加配置できないことが判明した場合は、競争参加停止措置を行うことが

ある。 

（７）契約書作成の要否  要 （本件は電子契約を推奨します。） 

（８）関連情報を入手するための照会窓口  上記４（１）に同じ。 

（９）一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

上記２（２）に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も、上記４（３）

により、申請書等を提出できるが、競争に参加するためには、開札時において、当

該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければならない。 

（10）提出された資料等の内容についてのヒアリングを実施する場合は、その実施日時

及び場所等を別途通知する。 

（11）品質確保体制確認書の内容についてのヒアリングを実施する場合は、その実施日

時及び場所等を別途通知する。 

（12）企業結合確認資料についてのヒアリングを実施する場合は、その実施日時及び場

所等を別途通知する。 

（13）低入札価格調査を受けた者との契約に関する事項 

低入札価格調査を受けた者との契約については、契約保証金の額は請負代金額の

10分の３以上とするとともに、前金払の額を請負代金額の 10分の２以内とする。 

（14）詳細は、入札説明書による。 

 


